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21世紀において企業等の組織が繁栄 を続けるためには,世 の中や組織の中

を流通 している情報 を適切に捉 え,知 識 として組織および当該組織内の各自

が充分に理解するとともに,そ の組織がマーケットに対 して提供 している機

能や製品をより高品質化 し,あ わせて環境問題への対応など,社 会的なニー

ズにも応えていなかければならない。 この活動は不断の ものであ り,常 に,

改善,変 化,革 新を伴 うはずである。情報や知識は,こ の不断の活動を実践

してい くための最 も基礎的な知的資源 として位置付 けられる。

産業界での コンピュータの利用が始まってすでに30年 以上が経過 してい

る。多 くの大企業では,定 型的な業務の無駄や ミスを排除するような効率化

を支援するコンピュータシステムを当然のように利用 しており,効 率化 とい

う面では,相 当に進んだ情報システムを概 に構築 している。 また,イ ンター

ネッ トなどを用いた知識の活用 も始まっている。 しか しなが ら,中 小企業,

なかで も小規模起業に目を転 じると,知 識活用はおろか,基 本的な業務の効

率化 を支援するような情報システムの利用 もままならない ところが多い。 こ

のような格差の最 も大 きな原因は,情 報化投資に対する財務的な余裕のなさ

に起因する場合 も多い。しか し今 日では,相 当に安価なパソコンでもコンピ

ュータシステムや情報 システムは構築可能であ り,イ ンターネットについて

も通信費は下が りつつある。 したがって,中 小企業 といえども情報や知識の
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活用 は可能 となってお り,ま た,厳 しい不況下においては,生 き残 りのため

に不可欠といえる。

筆者が1998年 以降実施 している中小企業を中心 とした従業員に対する調査

結果では,自 社の経営状況に関する認識は大 きくずれているようであ り,こ

の傾向は従業員が多いほど大 きくなる傾向が多少みられるようであるユ)。ま

た,経 営理念や戦略の理解 についてもズ レは大 きい。 しかし,経 営理念と戦

略については,比 較的 よく理解 している企業ほどズ レの度合いは小 さいよう

である2)。いずれにせ よ,こ のような認識のズ レの実態は,経 営者にはやや

ショッキングなものであったようだが,調 査 させていただいた企業の経営者

にさらに深 く尋ねると,従 業員に対 して経営状況の説明は殆ど行っていない

とのことである。大きなズレがでるのも当然 といえる。ただし,経 営理念や

戦略については,会社によって伝達や社員への浸透の方法は異なっていたが,

理解が進んでいる企業ほど理解 のバラツキが小 さい という傾向は,重 要な事

柄を示唆 している。つまり,経 営層が明確なメッセージで伝 える努力や施策

を行えば,少 なからず,従 業員には伝わるということである。経営状況につ

いては,経 営者にとっては"灯 台下暗 し"的 ではあるが,従 業員の自助努力

を度外視すれば,経 営者がそもそ も伝える努力 を殆ど行っていない事 自身が

問題であった。

知識の共有 は,"言 うは易 く行 うは難 し"で あるが,知 識 を組織活性化の

基礎的な資源とす るためには,"単 に知っている"と いった表面的な理解だ

けでなく,そ れが何 を意味するかという面を含めた充分な深い理解が必要と

なる。 しかし現実には,少 な くとも中小企業においては,充 分に実現できて

いない。

知識の内容,よ うするにそれぞれの個人の頭脳における物事(情 報)の 理

解の様子は,本 人以外 には極めてわかりず らい。本人さえ,よ くわかってい

ないこともある。 したがって,目 に見えない知識 という知的資源を複数の人

間で共通化 しようとすることは,そ もそも極めて難 しい。情報 を伝 えられた

者が,ど のようにそれを理解 したかについては,情 報を伝えられた者から発
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せ られる各種のメッセージなどで推 し量るしかない。このことは,実 際に知

識の共有を進めるうえにおいては,極 めて大きな課題となることは明 らかで

ある。実際に,幾 つかの企業における誤解の発生頻度は,5点 尺度(1.誤

解は発生 しない～5.誤 解が頻繁に発生す る)に おいて,多 くの企業で3以

上 となっている3)。

(2)本 論の目的と概要

企業や組織の活力,競 争力を生み出す知的資源 としての知識の共有を効率

的に促進するために,ど のような知識をどのような情報で従業員等に伝 える

べ きかを明 らかにすることが有効な戦略の1つ と考えられる。この際,共 有

すべ き知識の内容は,そ れぞれの企業や組織の事情や特質に応 じて異なるで

あろうことは想像 に難 くない。また,共 有すべ き知識が明らかになっても,

それをどのようにして伝え,充 分に理解 してもらうか,と いうことについて

は,い ろいろな阻害要因があるはずであ り,こ れ らについても事前に把握 し

てお くべ きである。

本稿では,こ のような点について,既 存の研究成果に基づいて分析,考 察

し,企 業の色々な特質に応 じた共有すべ き知識の内容,お よび,知 識伝達に

おける中小企業固有の課題 を明 らかにすることを目的としている。 このため

に,社 会心理学,バ ランス ドパス理論,コ モンナ レッジ理論を適用 している。

なお,バ ランス ドパス理論,コ モンナレッジ理論は,筆 者が本稿における呼

称 として命名 したものである。

2社 会心理学に基づく共有知識の内容に関する分析

本章では,社 会心理学における集団から組織への発展過程に関する研究成果

に基づいて,組 織内で共有される必要性が高いと考えられる具体的な知識の内

容の抽出を試みる。なお,活 力 に乏 しい多 くの組織 にみ られる現象か ら,そ の

ような組織の知識共有の状態に関する分析 も行っている。
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(1)社 会心理学における組織の発展

企業等の組織が行 う事業 は様々である。製造業 とサービス業では必要 とす

る知識 は明 らかに異なると考えられるが,こ れは,事 業領域の違いに大 きく

起因しているはずである。同一の企業においても,販 売部門や生産部門,管

理部門では,そ れぞれの日常業務を遂行するための技能や知識が異なる。こ

の相違は職務内容の違いに基づ く。 このように考えると,そ れぞれの職務な

どの分野の専門家があつ まりさえすれば,何 ら知識を共有することな く組織

は成立 し,機 能するとも考えられる。究極のアウトソーシングと言えるかも

しれない。しか し,こ の ようなことは現実にはあ りえないはずである。

社会心理学では集団の成立から発展について,既 に色々な研究が行われて

いる。社会心理学においては,あ くまで集団 という言葉が用いられているよ

うであるが,人 々が集まり,制 度やシステムが導入 された集団を本稿では組

織 と呼ぶ ことにする。この言葉づかいにおいて,集 団か らいわゆる組織への

発達過程の概念図式は,図1の とお りである4)。

組織の凝集性
の発達

成員共有の準
拠枠の形成

図1集 団から組織への発達過程の概念図式

(2)組 織全体で共有すべき知識

図1は,組 織が成立 し機能するためには,目 標が成員によって共有 される

とともに,凝 集性が発達 し,当 該組織固有の準拠枠や機能的な役割分担 など

の構造が必要 となることを示 している。カー トライ トとザンダーは凝集性 を

高めるための諸側面として,対 人魅力,集 団目標,集 団活動,集 団成員性 を
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指摘 している。また,集 団の準拠枠 とは,集 団成員に対 して行動の指針や拠

り所 を与え,行 動の"正 しさ"を 確認する役割を果たす。さらに,構 造化 と

は,役 割分担だけでなく,職 位やコミュニケーションネットワークの形成規

範 ともなりうる。このような要件がそろわない限 り,集 団(人 の集 まり)は

組織 として成立しえない。

この組織成立の条件を共有知識 という観点でみると,目 標,準 拠枠,構 造

化の仕組や役割分担などが全成員によって共有されていることが必要 といえ

る。 これを企業経営的に換言すると,表1の ような具体的な内容が,知 識 と

表1組 織全体で共有されるべき具体的知識

企業経営的な観点より

組織や企業 として実現 したい事柄。具体的には,
・ビジ ョン ・経営 目標

などである。経営理念の一部に 目標が掲 げ られている場合 も

あ る。 よ り具体的には,短 期 の 目標 も含 まれるので,財 務的

な利益 目標や売上 目標,原 価削減 目標な ども含 まれることに

なるが,す べて,中 長期的な経営 目標や ビジ ョンと整合 して

いなければな らない。

また 目標 を目標 として認識す るためには,現 状 との差異 を理

解す る必要が ある。 したがって,上 記 した事柄に対す る現在

の状況や組織全体の経営環境 も共有 される必要性が高 いと考

えられる。

行動指針となる事柄。具体的には,
・経営戦略 ・事業戦略 ・行動指針

などである。経営理念や経営指針としてこれらが含 まれてい

る場合も多い。

経営戦略や事業戦略は,現 状と目標の差異の実情に基づいて,

目標を達成するための方策である。 また,行 動指針は,よ り

具体的な活動の指針であるが,組 織全体で共有すべ き行動指

針としては,職 種を問わない普遍的な顧客への対応方針や倫

理的な行動規範などが該当する。いわゆる日常的な"躾"と

呼ばれるものである。

構造化の仕組や役 組織を統制するための各種制度や組織の構造(下 位組織の役

割 分 担 割分担や機能的な連携の仕組み)な どが具体的には該当する。
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して共有されるべ きと考えられる。

(3)下 位組織において共有 されるべ き知識

全体組織を構成する部分組織 とも呼ぶべ き下位組織で共有すべ き知識 も,

基本的には前節 と同 じ考え方で導出できる。つまり,目 標,準 拠枠,構 造化

や組織の役割分担である。ただし,構 造化や組織の役割分担については,下

位組織の中が さらに幾つかの小さな組織に分割されている場合に該当する。

組織全体の場合 と異なるのは,当 該下位組織が置かれている状況が異なる

ということである。つまり,他 の下位組織に関する事柄が当該下位組織 に対

しては,外 部環境 とい うことになる。具体的内容を表2に 示す。

表2下 位組織で共有されるべき具体的知識

社会心理学観点より 企業経営的な観点より

目 標 組織全体で共有されるべき目標に加え,当 該下位組織に対し

て与えられている目標が該当する。

例えば,販 売部門であれば売上 目標(予 算)で あり,生 産部

門であれば原価予算といった具合である。

なお,目 標を認識するための現状把握のための知識も必要と

なり,こ の意味で他部門の目標なども該当する。

準 拠 枠 業務遂行のための行動指針であり,個 別職務において必要と

される技能が該当する。具体的には,販 売部門であれば,営

業スキルやマーケティング分析能力,製 造部門であれば技術

的知識,会 計 ・経理部門であれば,財 務会計,管 理会計的な

知識といった具合である。

・経営戦略

・事業戦略

・行動指針

などである。

構造化の仕組や役

割分担

当該下位組織がさらに幾つかの組織によって構成されている

場合の役割分担。
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(4)活 力に乏 しい組織に多く見 られる現象

少なくとも日本において活力に乏しい多 くの組織に見 られる現象は以下の

通 りである。

・組織全体の経営理念や目標を理解 していない。

・旧態依然 とした仕事のや り方 に固執 している。

・同一企業内であっても他のセクションの業務内容や,自 身のセクション

の業務 との機能的な連携を十分 に理解 していない。

・自分の所属するセクションの仕事 しか理解 しておらず,自 身のセクショ

ンの仕事以外のことには関心 もなく,協 力的な意識 も薄い。

これ らの現象 は,"タ テ割 り組織の弊害"と も"大 企業病"と も言われるが,

必ずしも,大 企業だけでなく中小企業にも多 く見 られる。これらの現象を,

組織全体あるいは下位組織 において共有すべ き知識の観点か らみると,表3

のように整理できる(○ が共有,× が非共有)。

表3活 力に乏しい多くの企業で見られる現象

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべ き知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構1造

× × × ○ ○ ○

表3の 整理結果は,や や好意的な前提に基づいてお り,自 身が所属してい

る下位組織において共有すべ き知識は理解 しているとしている。実際には,

自身が所属す る下位組織やセクションの業務の 目的や仕組みさえも十分に理

解 してお らず,単 に上司か ら言われたことをするだけといった従業員が散見

されるのも事実である。 しか しなが ら,多 くの場合,理 解の程度はやや度外

視すれば,自 身が所属 しているセクションの業務については理解 しているこ

とが多いであろう。 これは,当 該セクシ ョンの上司が,自 身の業務内容を査

定していることにも由来 している。
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(5)知 識共有のあるべき姿に関する考察

前節ではあまり活力のない企業に見 られる典型的な情報共有の様子を紹介

したが(表3参 照),あ るべ き姿はいうまでもな く全ての知識が共有 される

状態である。 しか しながら,組 織全体で共有 されるべ き知識と下位組織 にお

いて共有されるべ き知識に,あ えて優先順位 をつけるとすると,組 織全体で

共有されるべ き知識が優先されると考えられる(表4参 照,◎ は○ より高い

優先順位を示す。)。

表4知 識共有のあるべき姿

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

日々の業務の遂行能力 という面ではむ しろ下位組織において共有すべき知

識の優先順位が高い との考え方 も成立するかもしれない。一時的なアルバイ

トであれば,そ れでよいはずである。しか し,日 常の業務はあ くまでも,組

織全体 としての目標 を達成することであるはずであ り,さ らに,現 場の日々

の業務内容は,高 品質化,高 効率化,経 営環境の変化などによって不断の発

展が望 まれるのも事実である。 日々の業務の発展の方向性 を規定 しているの

が組織全体の 目的などであるため,一 般論 としては,組 織全体で共有 される

べ き知識が優先 されると考えられる。また,下 位組織の知識共有が強調 され

すぎると,そ れをある種の価値観 とみな し固執 して しまい,日 常業務の改善

や変革などに対す る妨げとなるの も事実である。

3バ ランス ドパス理論に基づく共有知識に関する分析

(1)バ ラ ンス ドパ ス理 論 の概 要

ジ ョン.R.カ ッ ツェ ンバ ッハ(JonR.Katzenbach)は,組 織 と して の
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業 績 達 成 要件(Enterpriseperformancerequirements)と 各 従業 員 の個 人

的満 足 の充足 要件(lndividualfulfillmentneeds)を バ ラ ンス させ,そ れ を

維持す る ことに よって,各 従 業員 の心 理的 ・感情 的 な責任 感が高 まる とい う

考 え方 に基 づ いて,数 多 くの企業や組織 の調査 ・分析 を行 い,バ ラ ンス を維

持す るための5種 類 の方策(TheFiveBalancedPaths,以 降 バ ラ ンス ドパス)

を明 らか に してい る5)。5つ のバ ラ ンス ドパ ス は,実 際 には幾 つかの組合 せ

で使 われる こと も多 く,企 業 が5つ の タイ プに分類 され る とい うことではな

く,企 業 が適用可 能な戦略 の種類 と もい える。

5つ のバ ランス ドパスの最大 の特徴 は,以 下 の とお りである。

・MVPパ ス(Mission
,ValueandPridepath)

高 尚 な 目的,過 去の輝 か しい実績,価 値主導 型の リーダー シップ,充

分 なチー ム機会 な どによって特徴づ け られ る戦 略。

・P&Mパ ス(ProcessandMetricspath)

組 織 としての業 績達成要件 と同様 に各従業員 の将来 に も好影響 を及 ぼ

す よ うに考 え られた明確 な評価 基準 と重要 プロセス によって特徴づ け ら

れ る戦 略。

・ESパ ス(EntrepreneurialSpiritpath)

全 て の従 業員 に行 き渡 るほ どの充分 なハ イ リス ク ・ハ イ リター ンの事

業機会 と,当 該事業 の従業員へ の帰属(所 有)お よび不干渉 主義の リー

ダー シ ップ によって特 徴づ け られ る戦 略。

・IAパ ス(lndividualAchievementpath)

全 て の従 業員へ の多様で充分 な機会 と自己成長 お よび自己達 成感 によ

る イ ンセ ンテ ィブの提 供 に よって特徴づ け られ る戦 略。

・R&Cパ ス(RecognitionandCelebrationpath)

各 従 業員 あ るいはチー ムに よる作業 や事 業の達成 に対す る充分 な認識

と非金銭 的な報奨 に よって特徴 づ け られる戦略。
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(2)MVPパ スの要約 と共有知識に関する考察

カッッェンバッハはMVPパ スを表5の ように要約 している6)。

表5MVPパ スの要約

MVPパ スが適応する ・各従業員や成員が誇りを持てる輝かしい過去の歴史が

条件 あ る こ と 。

・各従業員が組織全体の高尚な目的を理解していること。

・価値主導型の リー ダーシップが機能すること
。

・各チームに充分 な能力発揮の機会が提供されること。

個人の責任感や努力を ・求心的な リーダーの存在

引 き出すエネルギー源 ・説得力のある伝説

・実現不可能ではあるが希望となりうる高尚な夢

具体的な施策 ・広範なビジョンの明確化

・重要事項や優先順位の明文化

・適切 なリクルー トにおける人選

・真の存在価値を一般人に見せて理解させること

表5の 要約 より,MVPパ スを機能させるためには,組 織全体の 目的,ビ

ジョンなどが,社 会的な価値観において高尚であることが前提条件 とな り,

それ らが充分に組織全体で共有されるとともに,行 動規範 として説得力のあ

る伝説やエピソー ドも共有 される必要があると考えられる。 また,明 文化 さ

れた重要事項や優先順位 も組織全体の行動規範を示 し,共 有 されなければな

らない。 したがって,前 章の整理に基づ く組織において共有すべ き知識の整

理 において,特 に重要視されるべき項 目は,表6の ように整理できる。

表6MVPパ スにおける重要な共有すべき知識(重 要な項目のみO印)

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

○ ○
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(3)P&Mパ スの要約 と共有知識に関する考察

P&Mパ スの要約は表7の 通 りである。

表7P&Mパ スの要約

P&Mパ スが適応する ・組織行動における高い一貫性

条件 ・事業の優先度に対する明確な評価基準

・成熟 した市場

・連続的な改善の重要性

・誰 もが アクセス可能で信頼のおけるデー タベースの整備

個人の責任感や努力を ・簡単に会社や従業員の思い通 りにならない(妥協しない)

引 き出すエネルギー源 顧客
・市場の流動性

具体的な施策 ・各従業員の業績の開示

・広範な権限とリーダーシップの委譲

・高い 自立性の喚起

P&Mパ スにおいては,具 体的な事業や活動の内容が一貫性 を持っている

ことが前提 となるが,そ れ らの明確な評価基準が組織全体で共有 されること

が必要とな り,こ のことは行動規範の共有 を意味 している。また,連 続的な

改善活動などを可能にするための,他 の組織の業績などについても理解 し応

用 しなければならないことから,組 織の役割分担などを充分に把握 しておく

必要性 も高いと考えられる。 したがって,共 有すべ き知識は表8の ように整

理できる。

表8P&Mパ スにおける重要な共有すべき知識(重 要な項目のみO印)

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

○ ○
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(4)ESパ スの要約と共有知識に関する考察

ESパ スの要約は表9の 通 りである。

表9ESパ スの要約

P&Mパ スが適応する ・充分なハイリスク ・ハ イリターンの事業機会 ,活 動機会

条件 の提供

・業績に応じた従業員による事業所有の可能性

・急速に拡大 してお り,流 動性 の高い市場

・各従業員個人による先導的活動 とリスクテイク

・不干渉主義のリーダーシップ

個人の責任感や努力を ・求心的なリーダーの存在

引 き出すエネルギー源
・実現不可能だが希望のもてる夢

・市場の流動性

具体的な施策 ・充分な事業機会,活 動機会の創出

・広範な権限とリーダー シップの委譲

・適切なリクルー トにおける人選

・業績に対する充分な認識と報奨

ESパ スにおいては,個 人のハイリスク ・ハイリターンな事業活動への率

先的な取組みが必要 とされてお り,業 績に応 じた報奨とリスクテイクが前提

となる。 したがって,こ の起業家精神に準拠 した行動指針については,全 員

が共通に理解 していなければならない。一方,組 織全体 としての事業的な目

的や構造は比較的ルーズ と考えられるが,各 従業員が自ら取 り組む事業や活

動については,個 別の目的や当該事業の価値を理解 し,必 要に応 じて準拠す

べ き行動指針や,当 該事業遂行のための組織的な役割分担なども把握 してい

表10ESパ スにおける重要な共有すべき知識(重 要な項目のみ○印)

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

○ ○ ○
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なければならない。 これ らの点か ら,ESパ スにおいて共有すべ き情報は,

表10の ように考えることができる。

(5)IAパ スの要約 と共有知識に関する考察

IAパ スの要約は表11の 通 りである。

表111Aパ スの要約

IAパ スが適応する条 ・個別従業員による高い自己達成願望

件 ・各従業員による組織全体の業績への高い貢献と自己の能

力の向上に対する願望

・個人によるリスクテイクが小さく魅力的な金銭的報酬獲

得の可能性

・個別従業員にとって競争が激しく流動性の高い市場環境

個人の責任感や努力を ・簡単に会社や従業員の思い通 りにならない(妥 協 しない)

引 き出すエネルギー源 顧客

・市場の流動性

具体的な施策 ・重要事項や優先順位の明文化

・各従業員の業績の開示

・適切なリクルー トにおける人選

・広範な活動機会の提供

IAパ スにおいては,個 人の事業への貢献や能力向上意欲が尊重されてお

り,ま た,重 要事項や優先順位 も明確に明文化されることが具体的な施策 と

して挙げられている。これ らの点は,全 ての従業員が準拠すべ き行動指針 と

して理解 される必要がある。なお,リ スクテイクが小 さい とはいうものの,

表121Aパ スにおける重要な共有すべき知識(重 要な項目のみ○印)

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

○
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個人の業績に応 じて相応の金銭的な報酬が得 られる制度になっている必要が

ある。

(6)R&Cパ スの要約と共有知識に関する考察

カッツェンバ ッハ によるR&Cパ スの要約は表13の 通 りであるが,補 足 と

して,通 常の組織における報奨制度 とR&Cパ スの違いを表14に 示す。なお,

表13R&Cパ スの要約

R&Cパ スが適応する ・平均的な従業員の働きが組織全体にとって重要である。

条件 ・業務内容自身は,さ ほ ど刺激的なではない。

・金銭的な報奨は成約 されている。

・市場の競争環境は激 しい。

・従業員の多 くは特別なスキルを有 していない。

個人の責任感や努力を ・求心的なリーダーの存在

引 き出すエネルギー源 ・市場の流動性

・説得力のある伝説

具体的な施策 ・真の存在価値を一般人に見せて理解させること

・組織一体 となった活力の喚起

・業績に対する充分な認識と報奨

表14通 常組織の報奨制度とR&Cパ スの差異

通常企業の報奨制度 R&Cパ ス

イ ベ ン トの タ

イプ

主要な記念日や休日 従業員の努力によって達成された全ての

事柄が報奨の対象となる

報奨の回数 年に数十回 年に数百回

スポンサー 人事管理部門 全てのライン部門のマネージャおよび従

業員 自身

従業員の反応 「へ 一 ,ま た あ る ん だ 」 「最 高11」

財源と時間 費用は会社もちで,就

業時間内に行われる

しばしば従業員自身が費用を負担 し,就

業時間外に行われる
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カッッェンバ ッハによると,R&Cパ スは他の4つ のバランス ドパス と異な

り,単 独で採用されることはあ りえず,他 のパス との組合せにおいてのみ有

効 とされている。

表13,表14よ りわか るように,R&Cパ スでは,能 力的に突出した従業員

が存在 しない組織において,経 営層だけでな く従業員自らの自発的な活動 と

して,全 ての従業員の仕事上の貢献度の絶対的な大 きさにかかわ り無 く達成

を認識 し,報 奨(と いうより皆によるお祝い)を す る。これによって,組 織

全体 としての活力を喚起する戦略である。

R&Cパ スを根付かせるのは容易ではないが,従 業員同士がお互いの仕事

の達成度合いを認識する事が必要 となるため,下 位組織 における目的や準拠

枠や構造 をよく理解 している必要があると思われる。また,特 定の下位組織

だけでな く,全 体組織 においても同様の理解が必要 と考 え られるので,

R&Cパ スにおいて共有すべ き知識は表15の ように考えられる。

表15R&Cパ スにおける重要な共有すべき知識(重 要な項目のみO印)

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

○ ○ ○ ○ ○ ○

(7)バ ランス ドパス理論に基づ く分析結果のまとめ

前節までの結果を要約すると表16と なる。表16よ り明 らかであるが,バ ラ

ンス ドパスの うち,MVPパ ス,P&Mパ ス,IAパ スについては,組 織全

体で共有すべき知識の重要性 を示 してお り,先 に示 したあるべ き姿と合致す

る方向にある。ESパ ス とR&Cパ スは下位組織において共有すべ き知識の

重要性を示 している。ESパ スについては,組 織 とは言っても,当 該組織で

働 く各人が起業家 として働 くことを旨としているため,下 位組織が独立性の

高い組織 とみなされるので,当 然の結果 といえる。また,R&Cパ スについ

ては,単 独で採用 される戦略ではなく,他 のバランス ドパスとの組合せが前
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提 となる事 とを考えると,他 のバランス ドパスを補完する戦略 ともいえるの

で,下 位組織 において共有すべ き知識の重要性が現れるのは自然である。

なお,各 バランス ドパスで重要視される共有知識にバラツキが生 じる事に

ついて も,実 際の企業において,そ れぞれの事業の性質や基本的な考え方や

経営環境の相違などによって現実的に採用 される戦略がそれぞれ異なるとい

う事実 と符合 してお り,カ ッツェンバ ッハが提唱 している企業の特質等に適

したバランス ドパス戦略の妥当性 をうかがわせている。

表16バ ランスドパス理論に基づく分析の要約

組織全体で共有すべき知識 下位組織において共有すべき知識

目 的 準拠枠 構 造 目 的 準拠枠 構 造

活力に乏しい企業 × × × ○ ○ ○

あるべき姿 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

MVPパ ス ○ ○

P&Mパ ス ○ ○

ESパ ス ○ ○ ○

IAパ ス ○

R&Cパ ス ○ ○ ○ ○ ○ ○

4コ モンナレッジ理論に基づく知識伝達方策に関する分析

本章では,ナ ンシーM.デ ィクソン(NancyM.Dixon)に よって提唱され

ている知識伝達に関する理論(本 稿では"コ モンナレッジ理論"と 呼ぶ)を 紹

介するとともに,こ れを,特 別な人的スキルの不足,マ ンパ ワー的な制約,投

資などの財務的な制約による影響の度合いを分析する。このような制約条件を

抽出した理由は,多 くの中小企業にみられる制約だか らである。
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(1)=]モ ンナ レッジ理論の概要

ナンシーM.デ ィクソンは,従 業員が業務活動を通 して獲得する知識を,

他の従業員や他のセクションあるいは経営層に知らしめ,そ れを有効活用す

るためには,入 手した知識の特性に応 じて,適 切 な知識伝達方策を採用すべ

きとし,5種 類の伝達方策を提唱 している7)。デ ィクソンは,業 務活動を通

して獲得 された知識をコモ ンナ レッジ(CommonKnowledge)と 呼んでい

るので,本 稿でもディクソンの提唱した知識伝達理論をコモンナレッジ理論

と呼んだ。

デ ィクソンが提唱した5つ の知識伝達方策が対象 としている知識の特性は

以下の通 りである。

1)シ リアル トランスファー(Seria1Transfer)

あるチームが業務活動 を通 じて獲得 した知識の中で,自 らのチームが,

将来の業務活動(類 似 していない業務活動 も含めて)に おいて活用 され

るべ き知識の伝達方策である。

2)ニ ア トランスファー(NearTransfer)

あるチームが頻繁に繰 り返 し行われている業務活動を通じて獲得 した

明白な知識の中で,組 織内の他のチームによる将来の類似業務活動にお

いて活用すべ き知識の伝達方策である。

3)フ ァー トランスファー(FarTransfer)

非定型的な業務活動を通 じて獲得 したノウハウ的な知識は,言 葉など

で明確 に説明できない ものであっても,組 織内の他のチームが同様の業

務活動 を行 う際に有効に活用されるべきである。このような知識の伝達

の方策である。

4)ス トラテジックトランスファー(StrategicTransfer)

組織全体に関わる戦略 を達成す るために必要 となる知識が対象 とな

る。通常,こ の類の知識は,組 織全体か ら集積 された明白な知識である。

組織全体に関与する戦略の遂行は,頻 繁に行われるものではないが,重

要性は極めて大 きい。
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5)エ キスパー トトランスファー(ExpertTransfer)

主に技術的な知識で,組 織内の専門家が有 しているものである。非専

門家にとっては,自 らの能力や技能を超えた事柄を行 う際に必要 となる。

なお,デ ィク ソ ンは図2の 様 なデ ィシジ ョンツ リー・・で,対 象 となる知識 を

分類 し,と るべ き伝達方 策 を識別 で きる としてい る。

同じチームがその知識を再利
用する機会が多くあるか?

＼_
いいえ
＼

その内容は明白に言葉等
で表現されているか?
(暗黙的な知識か?)

＼
はい

(いい え)

はい

いいえ その知識は組織全体に影 はい

(はい)レ 響を及ぼすか

＼

＼.
いい え

その知識をもたらした業務
は、頻繁かつ定型的な活動
か?

はい

シ リアル

トラン スファー

＼. いいえ

ス トラテ ジ ック

トラン スファー

フ アー

トランス ファー

ニア

トランス ファー

エ キスパ ー ト

トランス ファー

図2適 切な伝達方策を識別するためのディシジョンツリー

(2)シ リアル トランスファー

シリアル トランスファーの適用業務の類似性や特性,デ ザインガイ ドライ

ン,阻 害要因は表17の とお りである。

表17中 のデザインガイ ドラインについて,特 別な人的スキルの不足,マ ン

パワー的な制約,投 資などの財務的な制約 による悪影響の程度 を推測すると,

表18の ようになる(制 約条件によって大 きく阻害されると思われる項 目に×

印)。
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表17シ リアル トランスファーのデザインガイ ドラインの要約

知識を活用する

業務の類似性

当該知識は,そ れを獲得したチーム自身が,そ の知識を獲得した

業務と類似の業務活動で活用される。

業務活動の特性 しばしば発生はするが,定 型的な業務ではない。

知識の特性 明白に言葉などで表現できる部分とできない部分がある。

デザインガイ ド

ライン

定期的な ミィーテ ィングの開催。

ミィーティング時間は短め。

知識を獲得した業務活動の関係者はミィーティングに参加する。

ミィーティングでは非難な どをしてはいけない。

報告書を出す必要はない。

ミィーティングは各チームごとに個別に行われる。

阻害要因 チームメンバーが ミィーティングに時間を割 きたが らない。

チームメンバーは,ミ ィーティングや話 し合いを通 じて有効な知

識を知識 として認識する能力に欠けている場合が多い。

プロジェク トの場合 は,そ のプロジェク トが終了する前 にメン

バーがチームを離れる場合が多い(自 分の ミッションを終えて)。

チーム とはいっても名ばか りの場合がある。

表18シ リアル トランスファーのデザインガイドラインに対する特別な人的
スキルの不足,マ ンパワーの制約,財 務的な制約による悪影響の程度

特別な人的ス

キルの不足

マ ンパワー

の制約

財務的な制

約

定期的な ミィーティングの開催。

ミイーティング時間は短め。

知識を獲得 した業務活動の関係者は

ミィーティングに参加する。

ミィーティングでは非難などを してはい

けない。

報告書を出す必要はない。

ミィーティングは各チームごとに個別に

行われる。
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表19で どこにも×印を付 けなかったように,取 り上げた3つ の制約によっ

て特別大きな悪影響を受けると思われる項 目は存在 しない。

(3)ス トラテジック トランスファー

ス トラテジック トランスファーの適用業務の類似性や特性,デ ザインガイ

ドライン,阻 害要因は表19の とお りである。

表19ス トラテジック トランスファーのデザインガイ ドラインの要約

知識を活用する

業務の類似性

当該知識を活用するチームは,そ の知識を獲得 した当初のチーム

が行った業務活動とは異なる全社的に影響の大きな戦略的業務活

動を行わなければならない。

業務活動の特性 稀にしか発生せず,定 型的な業務ではない。

知識の特性 明白に言葉などで表現できる部分とできない部分がある。

デザインガイ ド

ライン

当該知識は経営層によってその重要性が認識されていなければな

らない。

専門家によって当該知識は収集され解釈される必要がある。

知識の収集は,事 後的ではな くリアルタイムで行われる必要があ

る。

多 くの場合エ ンドユーザーや顧客 に焦点が当てられている。

複数の知識や意見が整合的に集約されていなければならない。

阻害要因 専門家を雇 うためには相当のコス トが必要 となる。

経営層がその実行を決定した場合には,反 論があっても,そ れを

了承しなければならない。

表19中 のデザインガイ ドラインについて,特 別な人的スキルの不足,マ ン

パワー的な制約,投 資などの財務的な制約による悪影響の程度を推測すると,

表20の ようになる(制 約条件によって大 きく阻害 されると思われる項 目に×

印)。
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表20に 示 したように,知 識の解釈(適 切 な理解)や 知識収集のリアルタイ

ムでの実行が,特 別な人的スキルの不足や従業員全般のマ ンパ ワーの不足 に

よって悪影響 をうけ,実 現に困難が伴 うと考えられる。

表20ス トラテジックトランスファーのデザインガイドラインに対する特別な

人的スキルの不足,マ ンパワーの制約,財 務的な制約による悪影響の程度

特別な人的ス マ ンパ ワー 財務的な制

キルの不足 の制約 約

当該知識は経営層によってその重要性が

認識されていなければならない。

専門家によって当該知識は収集され解釈
×

される必要がある。

知識の収集は,事 後的ではな くリアルタ
× ×

イムで行われる必要がある。

多 くの場合エ ンドユーザーや顧客に焦点

が当て られている。

複数の知識や意見が整合的に集約されて

いなければな らない。

(4)フ ァー トランスファー

ファー トランスファーの適用業務の類似性や特性,デ ザインガイ ドライン,

阻害要因は表21の とお りである。

表21中 のデザインガイドラインについて,特 別な人的スキルの不足,マ ン

パ ワー的な制約,投 資などの財務的な制約による悪影響の程度を推測すると,

表22の ようになる(制 約条件によって大 きく阻害 されると思われる項 目に×

印)。

表21の 概要においては,一 般的な阻害要因 として他人の知識を引 き出すス

キル不足が指摘されているが,こ れはコミュニケーションスキルであり,こ

れが不足 している人が多いのも事実であろうが,こ れは誰 しもが身に付ける
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表21フ ァー トランスファーのデザインガイ ドラインの要約

知識を活用する

業務の類似性

当該知識は,そ れを獲得 したチームとは別のチームによって,類

似は しているが位置付 けや種類の異なる業務活動の中で課長 され

る。

業務活動の特性 しばしば発生はす るが,定 型的な業務ではない。

知識の特性 明白に言葉などで表現できる。

デザインガイ ド

ライン

や り取 りや ミーティングは繰 り返 し,何 回も行 う必要がある。

最初にその知識を獲得 したチームか ら,知 識 は伝達 される。

他 のチームは,そ の知識を組織 中に広める役割を担 う。

知識伝達の手順は,だ れ もが明白に理解できるようなネイミング

(名前付け)を す る必要がある。

阻害要因 多くの従業員は,他 の従業員(の 頭脳)か ら知識を正確に引き出

すスキルに欠けている場合が多い。

多 くの従業員 は,(た とえそれが有効な知識であっても)そ れ を

使いたが らない事が多い。(支 援 を求めない)

表22フ ァー トランスファーのデザインガイ ドラインに対する特別な人的

スキルの不足,マ ンパワーの制約,財 務的な制約による悪影響の程度

特別な人的ス

キルの不足

マンパ ワー

の制約

財務的な制

約

や り取 りや ミーテ ィングは繰 り返 し,何

回も行 う必要がある。

最初にその知識 を獲得 したチームか ら,

知 識は伝達 される。

他のチームは,そ の知識 を組織中に広め

る役割 を担 う。

知識伝達の手順 は,だ れもが明白に理解

できるようなネイミング(名 前付 け)を

する必要がある。
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べ き最 も基本的なスキルであり,また誰しもが身に付けられるスキルと考え,

ここでは特別なスキルとしては扱わないことにした。したがって,表22に お

いては,ど こにも×印を付けておらず,3つ の制約条件が特別に大きな悪影

響を及ぼす可能性は低いとい う結論にいたっている。

(5)ニ ア トランスファー

ニア トランスファーの適用業務の類似性や特性,デ ザインガイ ドライン,

阻害要因は表23の とお りである。

表23ニ ア トランスファーのデザインガイドラインの要約

知識を活用する

業務の類似性

当該知識を受け取った(伝 達された)チ ームは,そ の知識を獲得

したチームが行った業務活動と類似性の高い業務活動でそれを活

用する。

業務活動の特性 しばしば発生 はす るが,定 型的な業務である。

知識の特性 明白に言葉などで表現できる。

デザインガイ ド

ライン

知識は電子的に流布すべきである。

電子 的な流布は人間によるロ コミ等でサポー トされるべ きであ

る。

利用者は知識の内容や表示様式を指定できるべきである。

知識 は電子的なメデ ィアによって半ば 自動的に,所 定の項 目が提

供されるべ きである。

知識の選択や指定の仕方は統一されていなければならない。

当該知識に対する簡潔な要約が付 されていることが望ましい。

このような知識はデータベース化されるべ きである。

阻害要因 有益な知識を蓄えたデー タベースを構築 しても,だ れも活用 しな

い。

自分達のチームが獲得した知識でなければ使わないという意識。

知識を共有するための時間がとれない。
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表23中 のデザインガイ ドラインについて,特 別な人的スキルの不足,マ ン

パ ワー的な制約,投 資などの財務的な制約による悪影響の程度を推測すると,

表24の ようになる(制 約条件によって大 きく阻害されると思われる項 目に×

印)。

表24ニ ア トランスファーのデザインガイドラインに対する特別な人的
スキルの不足,マ ンパワーの制約,財 務的な制約による悪影響の程度

特別な人的ス マ ンパ ワ ー 財務的な制

キルの不足 の制約 約

知識は電子的に流布すべきである。 × ×

電子的な流布は人間によるロコミ等でサ

ポー トされるべ きである。

利用者は知識の内容や表示様式を指定で
× ×

きるべ きである。

知識は電子的なメディアによって半ば自

動的に,所 定の項目が提供されるべきで × ×

あ る 。

知識の選択や指定の仕方は統一されてい
× ×

なければならない。

当該知識に対する簡潔な要約が付されて
× ×

いることが望ましい。

このような知識はデー タベース化 される
× ×

べ きである。

表24で ×印を付 した項目はすべてコンピュータシステムによる実現を前提

としている。つまり,中 小企業においては現在のところ,コ ンピュータの利

用についてはそれほど進んでいないのが実情と考えられるか らである。その

理由は,コ ンピュータ活用技能(特 別なスキル)の 不足 と財務的な制約であ

る。とはいうものの,昨 今の安価 なパソコンやインターネット等の普及によ

って,財 務面での制約は緩和されつつあるため,パ ソコンやインターネット
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の活用技能さえ身に付けることができれば,解 決される可能性は大 きい。な

おシステムを自社で内製する場合にはマ ンパ ワーが大 きな問題 となるが,現

実的にシステムの全てを自社開発す ることは考えにくく,外 部業者に発注す

る事を想定 している。

(6)エ キスパー トトランスファー

エキスパー トトランスファーの適用業務の類似性や特性,デ ザインガイ ド

ライン,阻 害要因などは表25の とお りである。

表25中 のデザインガイ ドラインについて,特 別な人的スキルの不足,マ ン

表25エ キスパー トトランスファーのデザインガイ ドラインの要約

知識を活用する

業務の類似性

当該知識は,そ れを獲得 したチームとは別のチームによって,類

似 はしているが位置付けや種類の異なる業務活動の中で活用され

る。

業務活動の特性 稀 にしか発生 しないが,定 型的業務である。

知識の特性 明白に言葉などで表現できる。

デザ インガイ ド

ライン

電子掲示板を使う用いる場合には,話 題ごとに掲示板をわけるべ

きである。

電子掲示板内の内容は,常 にモニ ターされサポー トされなければ

ならない。

当該知識の分野においてレベルの低い者が参加 していなければな

らない。

知識は必要に応 じて,利 用者に取 り込まれる方式である。

阻害要因
し

我 々(専 門家)の 技術は,人 様 に教えるほ ど洗練 されたレベルで

はないという考え方。

一般の従業員(当 該知識の利用者)は コンピュータの活用 レベル

が低い。
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パワー的な制約,投 資などの財務的な制約による悪影響の程度を推測すると,

表26の ようになる(制 約条件によって大 きく阻害されると思われる項目に×

印)。

表26エ キスパートトランスファーのデザインガイドラインに対する特別な

人的スキルの不足,マ ンパワーの制約,財 務的な制約による悪影響の程度

特別な人的ス マ ンパ ワ ー 財務的な制

キルの不足 の制約 約

電子掲示板を使う用いる場合には,話 題
× ×

ごとに掲示板 をわけるべ きである。

電子掲示板 内の内容は,常 にモニ ター さ
× ×

れサポー トされなければならない。

当該知識の分野においてレベルの低い者

が参加 していなければな らない。

知識は必要に応じて,利 用者に取り込ま
× ×

れる方式である。

表26の 結果においては×印を付 した項目はパソコンやインターネットの専

門家不足 と共有すべ き知識の源 となる技術的 ・業務的な専門知識を有 した専

門家不足の2つ を意味 している。

(7)コ モンナレッジ理論に基づく分析結果のまとめ

ディクソンの提唱したコモンナ レッジ理論を中小企業に多 く見 られる制約

条件に照らし合わせて分析 した結果,シ リアル トランス ファーとファー トラ

ンスファーについては,一 般論としての阻害要因は明 らかに存在するであろ

うが,中 小企業固有の問題はあまり発生しないようである。

ニア トランスファー とエキスパー トトランスファーについては,電 子的な

システムの活用を前提 とすると,コ ンピュータシステムや情報システムの専

門家が社内に不足 している点が課題 となる。
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また,多 くの情報 を適切に解釈することのできる業務分野の専門家不足(例

えば,マ ーケティングの専門家の不足)に ついては,ス トラテジック トラン

スファー とエキスパー トトランスファーを阻害する可能性が高いと考えられ

る。(表27参 照)

表275つ の知識伝達方策に対する中小企業固有の問題点

シ リ ア ル ト ラ ンス フ ァー ・特別な課題は無い

ス トラ テ ジ ッ ク トラ ンス フ ァ ー ・業務分野の専門家不足が課題

フ ァー トラ ンス フ ァ ー ・特別 な課題は無い

ニ ア トラ ン ス フ ァー

・コンピュー タやインターネッ トの活用技能不足

が課題

エ キ ス パ ー ト トラ ン ス フ ァー

・コンピュータやインターネッ トの活用技能不足

が課題

・業務分野の専門家不足が課題

5最 後 に

本稿では,既 存理論(社 会心理学,バ ランス ドパス理論,コ モ ンナレッジ理

論)な どに基づいて,組 織の知識共有 において,組 織の促成に応 じた共有すべ

き知識の内容の明確化 と,中小企業固有の知識伝達遂行上の課題の抽出を試み,

相応に納得で きる結果を得た。 しかし,現 実の企業や組織(特 に中小企業)に

対するフィール ドサーベイ,ケ ーススタディなどを通 じて,本 稿の結果 を検証

および洗練 させる必要があることはいうまでもない。
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1)1998年 以 降,26社(表A1中 のA～Z)の 企業の従業員に対 して,自 社の経営状

況をどのように捉 えているか とい う問い(回 答は,1.す ご くよい,2.比 較 的

よい,3.ふ つ うである,4.や や悪い,5.す ご く悪いの5点 尺度)の 調査結

果の概要(表A1)と,各 社 ごとの回答に対す る標準偏差と従業員数の結果(図

A1)は 以下の とお りである。

表A1.社 員数と業績の認識に対するずれ(標 準偏差)

社 員 数

(回答者数)

最 高 値 最 低 値 標準偏差
(ズレ)

A 5 3 4 0,548

B 5 2 4 0,894

C 7 2 4 0,756

D 7 2 3 0,488

E 8 1 3 0,641

F 9 3 5 0,727

G 14 2 4 0,770

H 19 1 4 0,806

1 19 2 5 0,713

J 20 3 5 0,447

K 21 2 5 0,814

L 23 2 5 0,951

M 27 2 5 0,770

N 27 1 4 0,934

0 27 2 4 0,594

P 29 1 4 0,728

Q 30 1 5 0,952

R 31 2 5 0,717

S 34 2 5 0,790

T 42 1 4 0,633

u 43 1 5 0,728

V 44 2 4 0,756

W 45 2 5 0,747

X 46 1 4 0,741

Y 112 1 5 0,814

Z 139 1 5 1,096

平 均 32.0 1.7 4.4 0,752
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2)1998年 以 降,27社(表A2中 のA～ZZ)の 企業 の従業員に対 して,"自 社の経

営理念や経営戦略をどのてい ど理解 しているか"と い う問い(回 答は,1.ま っ

た くわからない,2.す こ しわか らない,3.ど ち らとも言えない,4.す こ し

わか る,5.よ くわかっている の5点 尺度)調 査結果の概要(表A2)と,各

社ごとの回答に対す る標準偏差 と従業員数の結果(図A2),各 社 ごとの回答に

対す る理解の度合いの平均値(5点 尺度の平均値)と 標準偏差の結果(図A3)

は以 下のとお りである。

表A2社 員数と経営理念 ・戦略の理解の度合いのズレ

,

社 員 数

(回答者数)
最 低 値 最 高 値 企業別平均値 標準偏差

(ズレ)

A 4 2 3 2.75 0.5

B 5 4 5 4.2 0.4472

C 6 1 4 3 1.0954

D 7 2 5 4 1

E 8 1 4 2.75 1.0351

F 9 1 4 3 1

G 12 1 5 2.4167 1.1645

H 14 1 5 2.9286 1.2688

1 19 1 5 3.2632 1.0976

J 20 1 5 3.55 1.2763

K 21 3 5 4.4762 0.6796

L 23 1 5 2.6957 0.8575

M 25 1 5 3.08 1.2557

N 27 1 4 2.3333 1.1435

0 29 1 5 2.9655 0,823

P 30 1 5 3.0333 0.8503

Q 31 1 5 3.5484 1.0595

R 32 1 5 2.75 0.9504
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表A2社 員数と経営理念 ・戦略の理解の度合いのズレ(つ づき)

社 員 数

(回答者数)
最 低 値 最 高 値 企業別平均値 標準偏差

(ズレ)

S 33 1 5 3.0909 0.8048

T 35 1 5 3.0857 1.2689

u 43 1 4 2.7442 0.7986

V 45 1 5 3.1556 0.8516

W 45 1 5 2.7556 1,111

X 47 1 5 3 1.0426

Y 48 1 5 2.5625 1.0295

Z 114 1 5 2,807 0.9765

ZZ 145 1 5 2.9379 0.7837

平 均 62.93 1.25 4.75 3.0659 0.9713
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図A2社 員数 と経 営理 念 ・戦 略 な ど に対 す る認 識 の ず れの 関 係
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3)1998年 以降,25社(表A3中 のA～Y)の 企 業の従業員に対 して,"打 合せ等 に

おける誤解の発生頻度はどの程度か"と いう問い(回 答 は,1.ま った くない,

2.す こ しある,3.ど ち らとも言えない,4.す こ しある,5.よ くあるの5

点 尺度)調 査結果の概要(表A3)と,各 社ごとの回答 に対する標準偏差 と従業

員数の結果(図A4),各 社 ごとの回答に対する理解の度合いの平均値(5点 尺

度の平均値)と 標準偏差の結果(図A5)は 以下のとお りである。

表A3社 員数と経営理念 ・戦略の理解の度合いのズレ

社 員 数

(回答者数)

最 低 値 最 高 値 企業別平均値 標準偏差

(ズレ)

A 5 1 5 3.4 1.52

B 6 2 4 3.67 0.82

C 7 1 5 3 1.29

D 8 2 4 3.12 0.99

E 8 1 4 2.88 1.13

F 9 3 5 3.44 0.73

G 14 1 5 3.36 1.34

H 19 1 5 3.42 1.39

1 20 1 5 3.65 1.09

J 21 1 5 2.95 1.12

K 21 1 5 3.58 0.93

L 25 1 5 3.36 1.08

M 27 1 5 2.89 1.12

N 29 1 5 3.28 1

0 30 1 5 2.97 1.15

P 32 2 5 3.66 0.94

Q 34 1 5 2.68 1.15

R 34 1 5 3.62 1.02

S 43 2 5 3.35 0.81

T 45 1 5 3.24 0.91

u 46 1 5 3.15 1.01

V 47 1 5 2.79 1.16

W 49 1 5 3.47 1.02

X 114 1. 5 2.88 1.06

Y 146 1 5 3.15 0.83

平 均 66.31 1.23 4.88 3.23 1.06



108 商 学 討 究 第52巻 第1号

t6

t4

1.2

埋1

網

眠0.8

製…0・6

0.4

0.2

0

◆

◆◆◆

」」一L」爵◆ ◆
▼▼
◆6甲 曜

◆ ◆
◆

6
◆ ◆ ◆

◆ 一
◆ y=-0.0017x+t1232

1

レ

「1

0 50100150

社 員数(回 答者 数)

図A4社 員数と誤解発生の頻度のずれの関係

200

'1
.6

1.4

埋11醒

。、

鑓 ・・

1:1
0

01234

各社の誤解の発生度合の平均

図A5誤 解の発生頻度の各社の認識度の平均値 とずれ(標 準偏差値)の 関係

◆

◆
」

▲▲

◆ ◆

y=-0.1606x+1.5845
φ ◆
◆
◆ ◆

◆◆
6

◆

■1 ,

4)森 田 浩 平 著,『 社 会 心 理 学 』,晃 洋 書 房,1994,pp.86よ り修 正 の 上 引 用

5)JonRKatzenbach,『PeakPerfbrmance:AligningTheHeartsandMindsof

YourEmployees』,HarvardBusinessSchoolPress,2000

6)JonRKatzenbach,『PeakPerformance:AligningTheHeartsandMindsof

YourEmployees』,HarvardBusinessSchoolPress,2000,pp.26-27

7)NancyM.Dixon,『CommonKnowledge:HowCompaniesThrivebyShareing

WhatTheyKnow』,HarvardBusinessSchoolPress,2000


